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研究成果の概要（和文）：地域避難シミュレーションモデルに、屋内ネットワークモデルを追加することで、屋内外を
連続的に扱える建物群・街区一体モデルに改良し、建物内と街路を一体として扱うことのできる新たな避難シミュレー
ションシステムの開発を行った。人口集中地区である東京都中央区東京駅東部において激震後の避難者の動向に関して
のケーススタディ行った結果、街区、建物内での群集による滞留状況を把握することができることが明らかになり、今
後の高層建築物群を有する人口集中地区での群集制御のための避難性状予測を可能とした。

研究成果の概要（英文）：An integrated evacuation model has been developed for this research project. This 
model is based on the potential evacuation model for area disaster and networking model of building was 
build-in to the evacuation model. A case study in a district in Chuo-ku, Tokyo which is a 
densely-populated was performed to estimate the situation of occupied people after a strong earthquake. 
It has been turned out that it is possible to estimate the situation of crowd with people in the district 
with many high-rise buildings under the control by stuff of high-rise buildings.

研究分野：防火・避難計画
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研究成果報告書 様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 高層建築物内における在館者の動向に関
しては、過去 30 年間にわたって、不特定多
数が利用する施設等の地震時における人間
行動に関して調査され、近年では避難シミュ
レーションにより緊急避難行動の予測や全
館避難に要する時間算定も行われ、また、研
究代表者の北後、研究分担者の関澤、野竹ら
によって、高層建築物で地震後発生する火災
による危険を避けるための高層建築物から
の避難シミュレーションに基づく避難誘導
方策の検討を平成 21年度～23年度の科研費
基盤研究 Bで実施し、順次避難誘導を行うこ
とにより全館避難時間が最小とはならない
ものの、在館者へかけるストレスは最小限と
なることを明らかとした。 
この間に、東日本大震災が発生し、仙台の
高層建築物（事務所ビル 1棟、商業ビル 2棟）
において研究代表者の北後らが調査を行っ
た結果、震度７程度まで増幅された揺れとな
ったと考えられる高層階等の激震下では一
斉同時避難の傾向があることを確認した。東
京都心部においても、高層ビルから一斉に地
上へ避難し、都心部において駅ターミナルや
日比谷公園等において群集が滞留する現象
がみられ、街区レベルでの群集災害発生の危
険性も指摘されている。 
 以上のように街区群集の発生源としての
高層建築物等からの避難に関する研究、及び、
街区に避難した個々の人々の広域移動指向
に関連する帰宅困難者問題としての研究が
数多くなされてきたが、群集災害の危険性が
考えられる建築群・街区レベルでの群集制御
の問題として、建築レベルでの個々のビル在
館者が避難することによる群集の発生源対
策と、都市レベルでの避難者の移動指向を考
慮した帰宅困難者対策を関連づけて捉えた
研究はこれまでに実施されていない。 
 そこで、 ポテンシャル法に基づく地震火
災時の地域における避難シミュレーション
モデルの開発の実績のある西野を研究分担
者として加え、また、研究代表者の北後が実
施しているイベント開催時の群集誘導方策
の研究成果を活用することによって、街区内
の群集流動の制御を検討可能な研究チーム
を構成し、高層建築物群からの避難と広域移
動指向を同時に考慮にいれた街区内での群
集流動シミュレーションの開発とそれを利
用した群集誘導方策についての研究を推進
することとなった。 
 
２．研究の目的 
 激震の場合、高層建築物等においては停電
による暗闇、大きな揺れ、建築部材の落下、
家具の転倒、余震発生への恐れ等により在館
者が建物外へ避難する傾向が強くなり、また、
別の地域にいる家族を心配して広域に移動
する指向が強くなる。大都市圏の高層建築物
等が集中する街区においては、結果的に多数
のビルから同時に一斉避難が開始され、地上

に多数の群集が発生し、広域移動を指向する
いわゆる帰宅困難者が駅ターミナル等に集
中すると、局所的には群集災害の発生も懸念
される事態となる。 
本研究は、激震時の高層建築物等における在
館者の挙動や広域移動指向性を基とした建
物からの群集流動、及び、地上における群集
流動シミュレーション手法を開発し、地震後
火災による在館者安全確保を行った上での
建物内滞留方策を含めた適切な群集誘導等
による街区群集の制御方策の検討を行うこ
とを目的とする。 
 
３．研究の方法 
 過去の地震時に関する調査資料を収集・整
理するとともに、近年の地震を受けた各用
途・階数の高層建築物についての調査を実施
し、激震時の高層建築物等における在館者の
挙動、防災センター要員等の情報収集・対応
行動について明らかとする。また、東日本大
震災時の帰宅困難現象に関する調査を実施
し、大都市圏在勤・在学者の地震時広域移動
指向の解明を行う。以上の在館者等の特性及
び高層建築物等における地震後の構造・火災
危険性の評価による避難抑制効果及び一旦
地上へ避難した場合の高層建築物等への再
収容効果を反映できる高層建築物群におけ
る群集流動シミュレーションと街区におけ
る群集シミュレーションを連動させた予測
システムを構築・活用し、高層建築物等の防
災センターにおける誘導方策、建築群・街区
単位の誘導方策、街区全体の防災計画等につ
いて、特定の街区についてケーススタディを
行いながら、同時一斉避難による街区群集の
制御方策の効果を把握可能とする。 
 
４．研究成果 
(1)物品販売店舗における激震後の全館避難
の群集制御に関する検討 
不特定多数の在館者が想定される商業施
設では、大地震時には全館避難を余儀なくさ
れる可能性が高く、避難誘導が適切になされ
ない場合、避難時の混雑や混乱による二次災
害の危険性も高まる。そこで 2011 年東北地
方太平洋沖地震後の仙台市内の百貨店にお
ける避難誘導状況について、現地ヒアリング
調査を実施した。そして避難シミュレーショ
ンを用いて、当時の避難状況を混雑度に着目
して再評価し、より有効な激震後の全館避難
シナリオを考察した。 
 実態調査の結果、物販店舗における地震後
の避難では、階毎で状況判断し、避難誘導等
の対応を行うことが必要になるため、できる
だけシンプルなルールに基づく避難誘導方
策が望まれることが明らかになった。そして
避難シミュレーションを用いた検討を通じ
て、多数の在館者数を想定した場合、階毎に
使用する階段を振り分けて合流を少なくし、
地震後避難でも多数の階段を有効活用すれ
ば、避難の効率（時間短縮、混雑緩和）が向



上することが確認できた。この結果を実際の
対策に反映させる場合、各階でどの階段を避
難時に利用するかをあらかじめ決めておく
と同時に、階段までのアプローチ経路を整備
し、平常時にも意識され、利用されやすいよ
うに工夫することが重要である。 
 2011 年東北地方太平洋沖地震時の仙台市
における百貨店避難誘導実態を調査し、さら
にその結果を避難シミュレーションによっ
て再現および再評価し、激震後の全館避難の
群集制御に関する知見を検討するという、建
物内の激震後の避難誘導に着目し、事例調査
から解析まで一連の検討を行った例は、国内
外を見ても類例がなく、先駆的な取り組みで
あると言える。こうした事例調査を出発点に、
解析的手法を用いて再評価することで、普遍
化できる知見を模索するというアプローチ
は、今後の地震後対策のソフト面の知見の蓄
積に寄与するものである。 
 また、これまで主に建築の防火設計分野で
用いられてきた避難シミュレーションの手
法を、防火・防災管理の局面に適用する試み
も、当該手法の適用領域を拡張する上で意義
深い取組であると言える。また、結果を画像
で示すことができ、実地で対応する係員等、
防火・防災の専門家ではない人々にも結果や
対策の効果を示しやすいため、より主体的な
関与を引き出しやすいという可能性も持っ
ていると考えられる。 
 商業施設としてのフロアレイアウトの利
便性・集客性と、非常時の避難経路としての
安全性の両立を模索することが課題である。 
物販店舗は店舗やフロアで個別性が非常に
大きいため、個別の事例を蓄積していくとと
もに、解析手法としては、効率的なモデル化
等により、入力から結果の出力までの労力・
時間等の低減が望まれる。 
 
(2) 事務所ビルにおける地震後避難行動の
状況調査と全館避難シナリオの構築に関
する検討 
東日本大震災における仙台市と首都圏に
おける建物からの避難状況に関する聞き取
り調査及び文献調査から、激震後の全館避難
シナリオ構築に必要な要素について検討し
た。その結果、激震後の全館の状況把握や指
示連絡の実施しやすさは、建物規模、用途、
構造形式、設備（非常放送、防災センターの
有無）、自衛消防組織の有無、避難方針の設
定や訓練実施の有無等によって影響を受け
る可能性が大きいことが示唆された。また、
地震火災を想定した対応は、一般の火災と同
様の対応を行うと回答した例が多く、地震火
災特有の条件を反映した対策については、検
討している例は得られなかった。 
 激震後の全館避難シナリオのモデル化・シ
ナリオ化は、国内外を見ても未だ確立された
概念がない。こうした中、本研究では、地震
後の避難のみならず、地震後火災の状況をも
想定した全館避難シナリオを目指し、データ

の蓄積・分析に取り組んでおり、先進的な事
例であるといえる。 
今後は、激震後のビル側の対応行動や在館
者の挙動に関する事例をさらに充実させ、建
物の規模・用途別・地震の応答別の地震後避
難シナリオの具体化を進め、街区レベルの地
震後の避難モデルの構築への反映と、予測・
評価につなげていきたい。 
 
(3) 高層建築物等における誘導方策の検討 
 高層建築物において大規模な火災が発生
した場合には、原則として全館避難が必要と
される。その全館避難において、「一斉避難」
による避難階段内の混雑を避けるために避
難開始のタイミングをまとまった階ごとに
数段階に分ける「順次避難」という方法があ
る。本研究では、高層建築物の全館避難につ
いて、実際の高層建築物ではどのような計画
や考えをもっているのかを知るために、国内
の 18 の高層建築物における避難誘導計画担
当者に対してアンケート調査を実施した。そ
の結果、ほとんどの高層建築物では、全館避
難という事態に対しては順次避難を行う計
画を有しているが、順次避難を行う際の避難
フェーズ別の待機時間や避難対象階を決め
る方法が不明であるなどの課題が残されて
いることがわかった。 
 高層建築物は、国内のみならず海外におい
ても今後ますます増大する傾向にある。その
一方で、こうした高層建築物における火災時
の避難誘導計画、とりわけ全館避難が必要と
されるような場合における避難計画、あるい
は避難誘導計画に関する系統的な調査研究
は、国内外を含めてこれまでほとんど行なわ
れてこなかった。その意味で、本研究による
成果は、今後の高層建築物における火災時の
避難誘導計画に関する研究課題の整理に資
するとともに、研究開発におけるターゲット
を明確にするものと位置づけられる。 
 ほとんどの高層建築物では、全館避難とい
う事態に対しては順次避難を行う計画を有
しているが、順次避難を行う際の避難フェー
ズ別の待機時間や避難対象階を決める方法
が不明であるなどの課題が残されているこ
とがわかっている。したがって、以下の事項
が今後の課題として挙げられる。 
① 合流を避ける避難順序の設定 
避難者の多い階が、上層階との合流により、
階段室内での滞留を生じさせるボトルネッ
クとなることから、予め各階の在席を分散さ
せるのが有効である、しかしながら、ビルの
各階における用途配置計画などによる制約
は考慮しなければならない。一方、下層階の
避難者が少ない場合には、滞留の軽減に有効
である。そのためには、ボトルネックが連続
しないように在館者数の把握を行い、避難階
のフェーズの振り分け方法など研究開発が
必要である。 
② 避難完了時間の最適化 
避難放送のフェーズ間隔を広く設定すれ



ば、合流が軽減されるが、避難完了時間は増
大してしまう。また、避難放送を待ちきれず
に避難してしまう避難者も懸念される。その
ため、避難者の心理状態をもよく考慮した最
適なフェーズ間隔の研究が必要である。 
 
(4)建物群・街区一体モデルの開発とケース
スタディ 
屋外での地域避難シミュレーションモデ
ルに、屋内ネットワークモデルを追加するこ
とで、屋内外を連続的に扱える建物群・街区
一体モデルに改良し、建物内と街路を一体と
して扱うことのできる新たな避難シミュレ
ーションシステムの開発を行った。人口集中
地区である東京都中央区東京駅東部におい
て激震後の避難者の動向に関してのケース
スタディ行った結果、街区、建物内での群集
による滞留状況を把握することができるこ
とが明らかになり、今後の高層建築物群を有
する人口集中地区での群集制御のための避
難性状予測を可能とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

 
図 1 屋内外統合避難モデルの概念 
 
今後の課題としては、火災や倒壊などとい
った要因と複合した、複合災害時における高
層建築物が多数存在する地域での滞留状況
について考慮することや、地震発生から 2時
間後以降の長時間の場合での避難性状など
についても考える必要性がある。 
 
(5)観光客を対象とした地震火災の避難想定
意識調査 
京都市清水地域を回遊する観光客を対象
に、地震火災からの避難を想定した意識調査
を街頭において行った。ここでは次の点に関
する質問をインタビュー形式で行い、地震火
災時における観光客の避難行動のモデル化
に利用可能な基礎データを収集した。 
① 観光客の避難行動にはどのようなタイプ
があるのか 
② 地域の観光事業者が行う避難誘導に観光
客は従うのか 
調査結果を整理し、多項ロジットモデルと
二項ロジットモデルを用いた要因分析を行
った結果、次のような成果が得られた。 

① 観光客の避難行動は、大きく、志向型・
探索型・方向型・その他の 4 つのタイプ
に分類できる。地震後の避難では、観光
客の居住地が、避難行動タイプの選択確
率を最も良く説明する。近畿圏内や近畿
圏外からの観光客は、来訪時に利用した
交通施設や観光先等、観光に関連した施
設を目指して避難しやすく、志向型の選
択確率が比較的高い。地震火災からの避
難では、避難行動タイプの選択確率を説
明する特定の要因は存在しない。延焼の
危険性が少ない方向への避難を重視する
方向型の選択確率が最も高く、観光客の
属性によらない共通の特徴となっている。 
② 地震後の避難では、観光客の年齢が、避
難誘導に対する追随確率を最も良く説明
する。追随確率は、年齢の高い観光客に
低い傾向があるが、全体としては 80.0～
98.3%と高い。地震火災からの避難では、
グループ人数、居住地、当日の宿泊予定
の 3 つが、避難誘導に対する追随確率を
最も良く説明する。追随確率は、まず、
当日の宿泊予定がある場合、ない場合の
順に高く、それぞれの条件の中で、近畿
圏内、近畿圏外、京都府内の順番で、グ
ループ人数が増加するほど低下する。地
震火災時の避難誘導に対する追随確率は、
地震後のそれに比べて全体的に低く、地
震火災時には、観光事業者の避難誘導が
地震後に比べて機能しにくくなる。 
本研究のモデルを既往の地震火災避難シ
ミュレーションモデルに組み込めば、観光客
についても、地震火災避難の全体像を予測す
ることができると考えられる。今後、地震火
災に対する観光客の避難計画を検討するに
は、こうしたモデルの活用により、観光客の
地震火災リスクを評価する手法の整備が課
題となる。 
 
(6) 大都市圏在勤・在学者の地震時広域移動
指向の解明 
 街区の群衆流動を予測し制御するために
は、都市スケールの視点から街区間を移動す
る人数なども重要な知見となる。ここでは、
東京 23 区を対象とし、筆者らが行った帰宅
困難者のアンケートから滞留、徒歩での移動、
自動車利用などの発生人数を予測すること
で、シミュレーションの前提条件の示唆を与
えることとした。用いた選択行動モデルは多
項ロジットモデルで、最尤法を用いてパラメ
ータ推定をした。その結果、図２が全滞在者
の滞留を選択する割合で、図３が全滞在者中
の徒歩帰宅を選択する割合、図４が全滞在者
中の自動車を利用して帰ることを選択する
割合である。滞留者については、都心を中心
として約半分が滞留するが、徒歩帰宅者はや
や周縁部に、自動車利用者は 23 区内の最も
外周部に集中することが分かった。 



 

図２ 滞留を選択する割合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３ 徒歩帰宅を選択する割合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図４ 自動車による帰宅を選択する割合 
 

 本研究で得られた成果は、対象とした首都
圏のみならず、あらゆる大都市の群衆制御に
関する研究の基礎的知見になるものと考え
られる。これまで都市スケールを対象とした
避難研究はほとんど行われてこず、この意味
で本研究は以降の大都市避難研究の基礎的
件になるものと考えられる。 
 今後は本研究の成果を生かし、大規模災害
時における都市スケールでの避難をどのよ
うに再現し制御するかに関する研究に展開
する予定である。 
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